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１．事業の概要 

近年、子どもたちの間で、先天奇形や喘息、精神発達障害などの心身の異常が

急激に増加しており、環境中の化学物質の影響の可能性が指摘されている。この

ため、３年間で１０万人の参加者（妊婦）の募集・登録を行い、母体血や臍帯血、

母乳などの生体試料、ハウスダスト等の環境試料を採取・保存・分析するととも

に、子どもが１３歳に達するまで質問票や面接による追跡調査を行うことにより、

子どもの健康に影響を与える環境要因を明らかにする。 

環境省の企画立案の下に、国立環境研究所をコアセンター（実施機関）、国立成

育医療研究センターをメディカルサポートセンター（医学的支援）とし、全国 

１５地域のユニットセンター（大学等）と協力して調査を実施する。 

 

２．事業計画 

本事業は平成２２年度に開始（予算額約３０億円）したものであり、参加者募

集（平成２３年１月から３年間の予定）が本格化した平成２３年度は約４５億円

に増額した。平成２４年度は、放射線の健康影響に対する国民の不安が高まって

いることから、福島県における調査地域を全県に拡大（参加者募集が約１．２万

人増）し、予算は約６１億円（平成２３年度補正予算で前倒しした約１６億円を

含む）に増額した。平成２５年度は、平成２３年１月からの参加者の追跡調査等

に係る業務に加え、最終年度（３年目）の参加者募集に係る業務が発生すること

から、約６５億円の経費が必要となる。 

具体的には、一般要求枠（４，３７８百万円）により、平成２５年６月までの

参加者募集、同月までに登録される参加者（福島拡大分を含め約８．１万人）に

係る追跡調査、これらの業務に伴うユニットセンターの運営等を行い、要望枠 

（２，１０２百万円）により、平成２５年７月から平成２６年３月までの参加者

募集（福島拡大分を含め約３．１万人）等を行う。 

＜※参考：事業全体のスケジュール＞ 

平成２２年度 研究計画書の策定、地域体制の構築、調査実施者の研修等。 

→ 約３１０箇所の協力医療機関、関係自治体等からなる体制を

構築。 

平成２３年１月～ 参加者の募集・登録、追跡調査。 

→ 平成２４年７月末時点で、約４万人の妊婦が登録されており、

約７０％と見込んでいた同意率は７７％を超える等、調査は

順調に進捗。 

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） 

６，４８０百万円（４，５２６百万円） 

（うち特別重点要求分２，１０２百万円） 



 
平成２５年度 新規参加者登録の最終年度。 

→ これまでの参加者の募集・登録、追跡調査と併せて、事業規

模（経費）が最大となる。 

平成２６年度～平

成３９年 

新規参加者登録は発生しない。既存登録者の追跡調査の他、試料の

分析作業や詳細調査（面談調査や環境測定等）を本格化し、最後の

参加者が１３歳に到達した時点で終了。 

平成４０年～平成

４４年 

蓄積されたデータを基にした解析を行う。 

 

３．施策の効果 

本調査の実施により、子どもの発育に影響を与える化学物質等の環境要因が明

らかになり、子どもの健康を守るためのリスク管理体制構築を通じて、次世代育

成に係る健やかな環境の実現を図ることができる。また、放射線による子どもの

健康への影響が生じないかどうかを見守っていくことにより、安全・安心な子育

て環境の実現に資する。さらに、本調査は環境要因に限らず幅広い視点からの子

どもの健康研究の共通基盤を提供することから、ライフサイエンス分野の技術開

発・国際競争力の確保に資するものである。 

 



子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）

エコチル調査とは・・・子どもの健康に環境汚染物質が与える影響が
解明されておらず、子育てへの不安が広がっていることを踏まえ、
胎児期から小児期にかけての環境汚染物質へのばく露が子ども
の健康に与える影響を解明するための、長期・大規模な追跡調査

【調査内容】
調査対象者（10万組の親子）を募集・登録

質問票調査
母親の血液・尿・毛髪、父親の血液採取
出生児の健康状態の確認
臍帯血の採取
健診、質問票調査
母乳、子どもの毛髪採取
健診、質問票調査
子どもの尿の採取

【実施体制】

【これまでの経緯と今後の展開】
平成23年1月 参加者の募集・登録開始
平成24年10月 放射線の健康影響に対する国民の不安の解消に資するため、福島
県内の調査地域を福島市等１４市町村から全県に拡大

平成26年3月 参加者の募集・登録終了
平成39年 追跡調査終了

【期待される成果】

化学物質等の測定
試料の長期保存等

遺伝要因、生活習慣要
因、社会要因等と併せ
て統計分析

子どもの健康に与える
環境要因の影響を解明
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コアセンター（国立環境研究所）

企画立案、各省との連携、国際連携

メディカルサポートセンター
（国立成育医療研究センター）

ユニットセンター
（全国15地域の大学等）

調査の実施機関
データ管理、試料の保存分析等

参加者募集と追跡調査
（地域の医療機関の協力）

H22年4月、環境大臣より認定書授与
①北海道 ②宮城 ③福島 ④千葉
⑤神奈川 ⑥甲信 ⑦富山 ⑧愛知
⑨京都 ⑩大阪 ⑪兵庫 ⑫鳥取
⑬高知 ⑭福岡 ⑮南九州・沖縄

化学物質が子どもの健康
に与える影響を解明

個別化医療等のライフサイエンスの進展に寄与

放射線の健康影響を長期
にわたって見守り

全国最大規模のバイオバ
ンクの確立

子どもの脆弱性に配慮した化学物質管理
安全・安心な子育て環境の実現


